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建築基準法適合状況調査フロー

【現地調査】
・提出図書と調査対象建築物の照合を目視又は計測、動作確認により行う。
・調査対象建築物の劣化の状況を調査する。
・図書どおりでない部分が明らかとなった場合には、調査者は当該部分について
詳細な調査を行うこととする。
（ガイドライン2-2-1（3）による調査）

報告書の作成

   平成26年7月、国土交通省から「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した建築基
準法適合状況調査のためのガイドライン」が公表されました。
   本調査は提出された依頼書や図書に基づき、建築当時の建築基準関係規定の全部又は一部への適
合状況を確認することを目的としており、さいたま住宅検査センターが提出図書を用いて建築当時の建
築基準法等への適合状況を調査する「図上調査」と、提出図書と現地を照合する「現地調査」を行い、そ
の結果について報告するものです。

図書と現地の間に不整合がある場
合、当該部分について現状に基づ
く復元図書を作成する。

提出書類をとりまとめ

確認済証の有無

依頼者からの申請に基づき、法適合状況調査を実施

【図上調査】
依頼者により提出された図書に基づき、調査対象建築物の建築時点での法適合
状況を調査する。（ガイドライン2-2-1（2）による調査）

調査の使用目的に応じて、必要な
図書を準備する。

検査済証のない建築物

調査の使用目的等に応じて必要な
図書を準備する。

復元図書（規模等に応じて復元構
造計算書）を作成する。

確認済証に添付された図書等と現
地を照合する。

※必要に応じて構造計算書を作成

「依頼書」の提出
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※昭和56年6月1日以降に確認済証

の交付を受けている建築物で、原則

として本報告書をもって当センターに

既存建築物の増築等において法第

86条の7の規定の適用を受ける場合

に準備する既存不適格調書に添付

する資料の一部に活用する場合の

み依頼できます。


